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第１編 市街化調整区域内における開発行為の許可  

 

 （法第３４条本文） 

  前条の規定にかかわらず、市街化調整区域に係る開発行為（主として第二種特

定工作物の建設の用に供する目的で行う開発行為を除く。）については、当該申請

に係る開発行為及びその申請の手続が同条に定める要件に該当するほか、当該申

請に係る開発行為が次の各号のいずれかに該当すると認める場合でなければ、都

道府県知事は、開発許可をしてはならない。 

 

 ※ 法第３４条本文にいう「前条の規定」（法第３３条）とは開発行為において技術基準

を定めた規定。 

 

 市街化調整区域は、市街化を抑制すべき区域とされていることから、原則として開発

行為を行うことはできない。しかしながら、市街化区域に立地することが困難であり、

又、市街化を促進するおそれがないものについては、その立地が一部認められている。

その立地基準は都市計画法第３４条各号に規定されており、いずれかに該当しなければ

許可を得ることはできない。 

  法第３４条各号に掲げられている開発行為は、 

  （１） 無秩序な市街化を助長するおそれがないもの 

  （２） 容認すべき特別の事由があると認められるもの 

  について規定したものであり、概要は次のページのとおりである。 

 

※  法第３４条第３号、第５号、第１３号の基準については、市街化調整区域での立地 

を認容すべき特別な必要性が認められない等の理由により本市では制定していない。 
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【法第３４条各号の概要】 

 第３４条 開 発 行 為 の 内 容 

１号 
当該市街化調整区域周辺に居住している者の日常生活に必要なもの 

（公益上必要な建築物（幼稚園、保育所、診療所等）、１号店舗） 

２号 
当該市街化調整区域内に存する鉱物資源、観光資源等の有効利用のた

め必要なもの（鉱物資源、観光資源） 

３号 
温度、湿度、空気等について特別な条件を必要とする事業の用に供す

るもの※ 

４号 
農業、林業、漁業の用に供するもの、又は農林水産物の処理、加工に必

要なもの（農産物の処理・貯蔵・加工） 

５号 

特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に

関する法律の所有権移転登記等促進計画に定める利用目的によるもの

※ 

６号 

都道府県が国又は独立行政法人中小企業基盤整備機構と一体となって

助成する中小企業者の行う他者との連携等に寄与する事業の用に供す

るもの（中小企業高度化事業） 

７号 

市街化調整区域内において現に工業の用に供されている工場施設にお

ける事業と密接な関連を有する事業の用に供するもので、これらの事

業活動の効率化を図るために必要なもの（密接関連工場） 

８号 
危険物の貯蔵又は処理に供するもので、市街化区域内に立地すること

が適当でないもの（火薬庫） 

８号の２ 災害危険区域等の区域内からの移転によるもの 

９号 市街化区域内に建築又は建設することが困難なもの（沿道サービス） 

１０号 
地区計画又は集落地域整備法に基づく集落地域計画の内容に適合する

もの（地区計画） 

１１号 
市が条例で指定する市街化区域に近接する区域において、条例で定め

る周辺環境の保全上支障がある用途に該当しないもの 

１２号 
市街化区域において行うことが困難又は著しく不適当と認められ、市

が条例で区域、用途を限り定めたもの（分家、既存建替、条例宅開区域） 

１３号 既存の権利の届出により、行われるもの※ 

１４号 

別冊：千葉市

開 発 審 査 会

付議基準 

上記以外のもので、開発審査会の議を経て、開発区域の周辺における

市街化を促進するおそれがなく、かつ、市街化区域において行うこと

が困難又は著しく不適当と認められるもの 
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第２編 法第３４条各号の許可基準 
本市においては、法第３４条各号の規定に基づいて、市街化調整区域の開発行為に係

る許可基準（立地基準）を次のとおり定めている。 

  なお、市街化調整区域において行う開発行為については、法第３４条各号のいずれか

に該当するほか法第３３条に適合しなければ許可を受けることができない。 

 

第１ 法第３４条第１号の許可基準 

（法第３４条第１号） 

主として当該開発区域の周辺の地域において居住している者の利用に供する政令

で定める公益上必要な建築物又はこれらの者の日常生活のため必要な物品の販売、加

工、若しくは修理その他の業務を営む店舗、事業場その他これらに類する建築物の建

築の用に供する目的で行う開発行為 

 

（令第２９条の５） 

法第３４条第１号（法第３５条の２第４項において準用する場合を含む。）の政令

で定める公益上必要な建築物は、第２１条第２６号イからハまでに掲げる建築物と

する。 

  

（令第２１条第２６号） 

  国、都道府県等（法第３４条の２第１項 に規定する都道府県等をいう。）、市町

村（指定都市等及び事務処理市町村を除き、特別区を含む。以下この号において同

じ。）又は市町村がその組織に加わつている一部事務組合若しくは広域連合が設置す

る研究所、試験所その他の直接その事務又は事業の用に供する建築物で次に掲げる

建築物以外のもの 

イ  学校教育法第１条に規定する学校、同法第１２４条に規定する専修学校又は同

法第１３４条第１項に規定する各種学校の用に供する施設である建築物 

ロ  児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）による家庭的保育事業、小規模保育

事業若しくは事業所内保育事業、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）による

社会福祉事業又は更生保護事業法（平成７年法律第８６号）による更生保護事業

の用に供する施設である建築物 

ハ  医療法（昭和２３年法律第２０５号）第１条の５第１項に規定する病院、同条

第２項に規定する診療所又は同法第２条第１項に規定する助産所の用に供する施

設である建築物 

１ 趣旨 

 申請地の周辺の市街化調整区域内に居住している者の健全な日常生活に資することか

ら認められるものである。 

 

２ 許可の対象 

（１）主として当該開発区域の周辺の地域において居住している者の利用に供する政令で

定める「公益上必要な建築物」とは、以下に掲げる建築物とする。 



4 

 

ア 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する学校のうち、小学校（同

法第３８条の規定により設置されるものに限る。）、中学校（同法第４９条の規定によ

り準用する同法第３８条の規定により設置されるものに限る。）又は幼稚園（就学前の

子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第

７７号。以下「認定こども園法」という。）第３条第１項の規定により、認定こども園

の認定を受けた幼稚園を含む。）の用に供する施設である建築物 

イ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）による家庭的保育事業又は小規模保育事

業の用に供する施設である建築物（居住の用に供する建築物又は保育事業以外の事業

の用に供する建築物（以下「他の用途の建築物」という。）において事業を実施する場

合は、当該他の用途の建築物が法の規定により建築できるものに限る。） 

ウ 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）による社会福祉事業で、次に掲げる事業の

用に供する施設である建築物 

（ア）放課後児童健全育成事業、地域子育て支援拠点事業又は一時預かり事業 

（イ）保育所（認定こども園法第３条第１項の規定により認定こども園の認定を受けた保育所

を含む。）又は児童厚生施設(小型児童館及び児童センターに限る。）を経営する事業 

 （ウ）幼保連携型認定こども園を経営する事業 

 エ 認定こども園法第３条第３項の規定により認定こども園の認定を受けた幼稚園及 

び保育機能施設の用に供する施設である建築物 

オ 医療法（昭和２３年法律第２０５号）第１条の５第２項に規定する診療所又は同法 

第２条第１項に規定する助産所の用に供する施設である建築物 

（２）主として当該開発区域の周辺の地域において居住している者の「日常生活のため必

要な物品の販売、加工、若しくは修理その他の業務を営む店舗、事業場その他これらに

類する建築物」とは、以下に掲げる建築物とする。 

ア 農林漁業団体事務所及び農林漁家生活改善施設 

イ 日本郵便株式会社法（平成１７年法律第１００号）第１条に規定する日本郵便株式 

会社の業務並びに郵政民営化法（平成１７年法律第９７号）第９４条に規定する郵  

便貯金銀行の業務及び第１２６条に規定する郵便保険会社の業務の用に供する施設

である建築物 

ウ 別表「法第３４条第１号に該当する店舗等の業種」中「業種」の欄に掲げる業のい 

ずれかに該当するものの用に供する建築物（以下「店舗等」という。） 

 

３ 店舗等の立地条件 

 「店舗等」の敷地は、次の各号のすべてに該当しなければならない。 

（１）敷地の中心から５００メートル以内の区域に、同じ業種の店舗等（以下「既存店

舗」という。）が存在していないこと。ただし、既存店舗が、河川等の地理的条件に

より、同一生活圏の範囲内にあるとは認められない場合は、この限りでない。 

（２）次のいずれかに該当すること。 

 ア 半径１５０メートルの範囲内に４０以上の建築物の敷地（２０以上の建築物の敷 

地が市街化調整区域内に存している場合において、市街化区域に存するものを含む。 

イにおいて同じ。）が連たんしている地域に存すること。 
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 イ 建築物の敷地間の距離が５５メートル以内で４０以上の建築物が連たんしている 

地域であって、当該建築物の敷地からの距離が５５メートルの範囲内であるもの。 

（３）敷地の面積は５００平方メートル以下であること。 

（４）敷地の外周の７分の１以上が、建築基準法第４２条第１項第１号又は第２号に規 

定する道路に接していること。 

 

４ 店舗等の規模等 

店舗等の規模及び構造は、延べ面積が１５０平方メートル以下の平家建とする。ただ

し、予定建築物が店舗等で住宅の用途（自己の居住の用に供するものに限る。）を兼ねる

もの（以下「住宅兼用店舗」という。）である場合は、当該予定建築物の構造を２階建と

することができる。この場合において、２階部分は居住の用に供しなければならない。 

 

５ 店舗等の特例 

（１）調剤薬局 

   調剤薬局（健康保険法に基づく保険薬局の指定を受けるもの（以下「保険薬局」と

いう。）に限る。）の用に供する建築物においては「３ 店舗等の立地条件（１）」を適

用しない。 

（２）自動車一般整備業 

前２項の規定にかかわらず、自動車一般整備業の用に供する建築物の敷地面積、延

べ面積については、次のとおりとする。 

ア 敷地面積は、１，０００平方メートル以下。 

イ 延べ面積は、２００平方メートル（道路運送車両法第９４条の２の指定を受ける 

建築物については３００平方メートル）以下。 

 

６ 住宅兼用の特例 

「公益上必要な建築物」又は「店舗等」については、他の規定を満たすほか、次の各

号のいずれかに該当する場合であって、居住の用に供する部分の床面積の合計が建築物

の延べ面積の２分の１未満であるとき（下記（５）に該当する場合を除く。）に限り、住

宅兼用とすることができる。 

 （１）公益上必要な建築物が診療所又は助産所である場合 

（２）店舗等の業種が医薬品小売業、調剤薬局又は獣医業である場合 

（３）店舗等が身体障害者により営まれる場合 

（４）既存の住宅兼用店舗等の増改築である場合 

（５）法の他の規定（法第３４条第１１号を除く。）により居住の用に供する建築物が建

築できる場合 

 

７ 資格等の事前取得 

 「店舗等」において営もうとする業務に関して資格、認定、許可その他これらに類す

るものの取得が必要であるときは、その取得後に開発許可等を申請するものとする。た

だし、その取得のために開発許可等を要する場合は、取得の見込みがあることで足りる。 
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別表 法第３４条第１号に該当する店舗等の業種 

区 分 業   種 産業分類コード 

小売業 

コンビニエンスストア ５６３１ 

洋品雑貨・小間物小売業 ５７９３ 

食料品スーパーマーケット  ５８１１ 

その他の各種食料品小売業  ５８１９ 

野菜小売業 ５８２１ 

果実小売業  ５８２２ 

食肉小売業（卵、鳥肉を除く。） ５８３１ 

卵・鶏肉小売業 ５８３２ 

鮮魚小売業 ５８４１ 

酒小売業 ５８５１ 

料理品小売業 ５８９４ 

二輪自動車小売業（原動機自転車含む。）  ５９１４ 

自転車小売業 ５９２１ 

電気機械器具小売業（中古品を除く。）  ５９３１ 

金物小売業 ６０２１ 

荒物小売業 ６０２２ 

医薬品小売業（調剤薬局を除く。）  ６０３１ 

調剤薬局 ６０３２ 

農業用機械器具小売業 ６０４１ 

苗・種子小売業 ６０４２ 

肥料・飼料小売業 ６０４３ 

燃料小売業（ガソリンスタンドを除く。）  ６０５２ 

新聞小売業 ６０６３ 

紙・文房具小売業 ６０６４ 

専門・技術サー

ビス業 
獣医業（家畜診療の用に供する建築物を除く。）  ７４１１ 

飲食サービス業 

食堂、レストラン（専門料理店を除く。）  ７６１１ 

日本料理店 ７６２１ 

中華料理店 ７６２３ 

ラーメン店 ７６２４ 

焼肉店 ７６２５ 

その他の専門料理店 ７６２９ 

そば・うどん店 ７６３１ 

すし店 ７６４１ 

喫茶店 ７６７１ 

ハンバーガー店 ７６９１ 
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お好み焼・焼きそば・たこ焼店 ７６９２ 

他に分類されない飲食店（サンドウィッチ専門店、甘味処等） ７６９９ 

持ち帰り飲食サービス業（持ち帰り弁当店） ７７１１ 

配達飲食サービス業 ７７２１ 

生活関連サービ

ス業 

普通洗濯業（クリーニング業） ７８１１ 

洗濯物取次業（クリーニング取次所） ７８１２ 

理容業 ７８２１ 

美容業 ７８３１ 

医療業 あん摩マッサージ指圧師・はり師・きゅう師・柔道整復師の施術所 ８３５１ 

サービス業 

（他に分類され

ないもの） 

自動車一般整備業 ８９１１ 

一般機械修理業（農業用機械修理業に限る。）  ９０１１ 

かじ業（農業用器具修理業に限る。）  ９０９４ 

他に分類されない修理業（自転車修理業、自転車ﾀｲﾔ修理業に限る。） ９０９９ 

 

※「業種」の名称及び分類方法は、原則として日本標準産業分類（令和５年７月改定。以

下同じ。）によるものとする。 

 

【× １号店舗の許可対象とならない業種の一例】 

・パン小売業（５８６３） 

・酒場（７６５１） 

・コインランドリー（７８９９） 

・自動車販売店（５９１１） 
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第２ 法第３４条第２号の許可基準 

 

（法第３４条第２号） 

市街化調整区域内に存する鉱物資源、観光資源その他の資源の有効な利用上必要な

建築物又は第一種特定工作物の建築又は建設の用に供する目的で行う開発行為 

 

１ 趣旨 

  市街化調整区域内に資源が存する場合に、その資源を有効に利用することがその都市

の発展に必要であることから認められるものである。 

 

２ 許可の対象 

 （１）鉱物資源の有効な利用上必要な建築物又は第一種特定工作物で、次のいずれかの

事業の用に供するもの 

  ア 日本標準産業分類に掲げる大分類Ｃ－鉱業、採石業、砂利採取業に属する次の事業  

  （ア）金属鉱業（金・銀鉱業、鉛・亜鉛鉱業、鉄鉱業等） 

  （イ）石炭・亜炭鉱業 

  （ウ）原油・天然ガス鉱業 

  （エ）採石業、砂・砂利・玉石採取業 

（オ）窯業原料用鉱物鉱業（耐火物・陶磁器・ガラス・セメント原料用に限る） 

  （カ）その他の鉱業（粘土鉱業等） 

  イ 当該市街化調整区域において産出する原料を使用する次の製造業 

  （ア）セメント製造業 

  （イ）生コンクリート製造業 

  （ウ）コンクリート製品製造業 

  （エ）砕石製造業 

  （オ）日本標準産業分類に掲げる中分類２１－窯業・土石製品製造業に属する事業の 

うち（ア）～（エ）に類するもの 

 （２）観光資源の有効な利用上必要な建築物又は第一種特定工作物で、次に掲げる施設

（それ自体を観光資源にしようとする建築物等（遊園地等）を除く。） 

  ア 当該観光資源の鑑賞のための展望台その他の利用上必要な施設 

  イ 観光価値を維持するため必要な宿泊施設又は休憩施設（別荘を除く。） 

  ウ その他ア又はイに類する施設で、客観的に判断して必要と認められるもの 

 （３）その他の資源の有効な利用上必要な建築物又は第一種特定工作物 

   その他の資源としては、水が含まれるので、取水、導水、利水又は浄化のため必要

な施設も該当する。 

なお、水を原料又は冷却用水として利用する工場等は、原則として該当しないが、

当該地域で取水する水を当該地域で使用しなければならない特別の必要があると認

められるものについては、この限りでない。 
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第３ 法第３４条第４号の許可基準 

 

（法第３４条第４号） 

農業、林業若しくは漁業の用に供する建築物で第２９条第１項第２号の政令で定め

る建築物以外のものの建築又は市街化調整区域内において生産される農産物、林産物

若しくは水産物の処理、貯蔵若しくは加工に必要な建築物若しくは第一種特定工作物

の建築若しくは建設の用に供する目的で行う開発行為 

 

１ 趣旨 

  市街化調整区域内における農業等については、将来にわたり継続して営まれるもので

あり、また、農産物等の処理、加工等、産地においてすみやかに行う必要があること等

から認められるものである。 

 

２ 許可の対象 

 （１）令第２０条第１号から第５号までの建築物（法第２９条第１項第２号の規定によ

り開発許可が不要とされているもの）以外の農林漁業用建築物 

 （２）農林水産物の処理、貯蔵（集出荷、選果、保管含む）若しくは加工に必要な建築

物又は第一種特定工作物であって、次に掲げる業種のものをいう。 

  ア 畜産食料品製造業 

  イ 水産食料品製造業 

  ウ 野菜缶詰・果実缶詰・農産保存食料品製造業 

  エ 動植物油脂製造業 

  オ 精穀・製粉業、精米業 

  カ 砂糖製造業 

  キ 配合飼料製造業 

  ク 製茶業 

  ケ でんぷん製造業 

  コ 一般製材業及び素材生産業、間伐材加工作業場 

  サ 倉庫業（農林水産物の貯蔵を目的とするものに限る。） 

  シ その他農林水産物の処理、貯蔵又は加工を内容とする業種（牛乳処理工場、卵工 

場、人工きのこ栽培、農産加工食品工場（漬物、ジュース等）など） 

 

※「趣旨」に適合することは、事業計画書、施行実績及び取引き状況を証する書類等

も含め審査を行う。 
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第４ 法第３４条第６号の許可基準 

 

（法第３４条第６号） 

都道府県が国又は独立行政法人中小企業基盤整備機構と一体となって助成する中小

企業者の行う他の事業者との連携若しくは事業の共同化又は中小企業の集積の活性化

に寄与する事業の用に供する建築物又は第一種特定工作物の建築又は建設の用に供す

る目的で行う開発行為 

 

１ 趣旨 

  都道府県が国又は独立行政法人中小企業基盤整備機構と一体となって助成する、中小

企業間の連携・共同化又は中小企業の集積の活性化の事業が、その都市の産業振興に資

することから認められるものである。 

 

２ 許可の対象 

  次の各号のすべてに該当すること。 

 （１）都道府県、及び国又は独立行政法人中小企業基盤整備機構からの助成が確実に受

けられるものであること。 

 （２）中小企業の振興が図られるものであること。 
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第５ 法第３４条第７号の許可基準 

 

（法第３４条第７号） 

市街化調整区域内において現に工業の用に供されている工場施設における事業と密

接な関連を有する事業の用に供する建築物又は第一種特定工作物で、これらの事業活

動の効率化を図るため市街化調整区域内において建築し、又は建設することが必要な

ものの建築又は建設の用に供する目的で行う開発行為 

 

１ 趣旨 

  市街化調整区域内の既存の工場における事業と密接な関連を有する事業により効率化

を図るため、必要と認められるものである。 

 

２ 許可の対象 

  次の各号のすべてに該当すること。 

 （１）密接な関連を有すること。 

   ここでいう「関連」とは、人的関連や資本的関連ではなく、具体的な事業活動に着

目しての関連をいう。 

   「密接な関連を有する」とは、既存の工場に自己の生産物の原料又は部品の２分の

１以上を依存し又は自己の生産物の２分の１以上を原料又は部品として納入する場

合、及びこれと同等以上の関連があると認められる場合をいう。 

   なお、既存の工場における事業と密接な関連を有する事業の経営主体は、同一であ

るか否かを問わない。 

 (２) 事業活動の効率化が図られること。 

  既存の事業における生産工程の効率化等の質的改善が図られる場合をいうが、 

その改善にあたり量的拡大を伴う場合も含む。 
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第６ 法第３４条第８号の許可基準 

 

（法第３４条第８号） 

政令で定める危険物の貯蔵又は処理に供する建築物又は第一種特定工作物で、市街

化区域内において建築し、又は建設することが不適当なものとして政令で定めるもの

の建築又は建設の用に供する目的で行う開発行為 

 

（令第２９条の６） 

法第３４条第８号（法第３５条の２第４項において準用する場合を含む。次項にお

いて同じ。）の政令で定める危険物は、火薬類取締法（昭和２５年法律第１４９号）

第２条第１項の火薬類とする。 

２ 法第３４条第８号の政令で定める建築物又は第一種特定工作物は、火薬類取締法第

１２条第１項の火薬庫である建築物又は第一種特定工作物とする。 

 

１ 趣旨 

  危険性等の理由で市街化区域に立地することが適当でないため市街化調整区域におい

て認められるものである。 

 

２ 政令で定める危険物 

  本号の政令で定める危険物とは、火薬類取締法（昭和２５年法律第１４９号）第２条

第１項の火薬類（次に掲げるもの）をいう。 

 （１）火薬 

  ア 黒色火薬その他硝酸塩を主とする火薬 

  イ 無煙火薬その他硝酸エステルを主とする火薬 

  ウ その他上記に掲げる火薬と同等に推進的爆発の用途に供せられる火薬であって経 

済産業省令で定めるもの（火薬類取締法施行規則第１条の２） 

 （２）爆薬 

  ア 雷こう、アジ化鉛その他の起爆薬 

  イ 硝安爆薬、塩素酸カリ爆薬、カーリットその他硝酸塩、塩素酸塩又は過塩素酸塩 

を主とする爆薬 

  ウ ニトログリセリン、ニトログリコール及び爆発の用途に供せられるその他の硝酸 

エステル 

  エ ダイナマイトその他の硝酸エステルを主とする爆薬 

  オ 爆発の用途に供せられるトリニトロベンゼン、トリニトロトルエン、ピクリン酸、 

トリニトロクロルベンゼン、テトリル、トリニトロアニソール、ヘキサニトロジフ 

ェニルアミン、トリメチレントリニトロアミン、ニトロ基を三以上含むその他のニ

トロ化合物及びこれらを主とする爆薬 

  カ 液体酸素爆薬その他の液体爆薬 

  キ その他上記に掲げる爆薬と同等に破壊的爆発の用途に供せられる爆薬であって経 

済産業省令で定めるもの（火薬類取締法施行規則第１条の３） 
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 （３）火工品 

  ア 工業雷管、電気雷管、銃用雷管及び信号雷管 

  イ 実包及び空包 

  ウ 信管及び火管 

  エ 導爆線、導火線及び電気導火線 

  オ 信号焔管及び信号火せん 

  カ 煙火その他上記（１）及び（２）に掲げる火薬又は爆薬を使用した火工品（経済 

産業省令で定めるもの（火薬類取締法施行規則第１条の４）を除く） 

 

３ 許可の対象 

  火薬類取締法第１２条に規定する火薬庫である建築物又は第一種特定工作物である。

なお、火薬庫の設置に当たっては、別途知事の許可が必要である。 
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第７ 法第３４条第８号の２の許可基準 

 

（法第３４条第８号の２） 

市街化調整区域のうち災害危険区域等その他の政令で定める開発行為を行うのに適

当でない区域内に存する建築物又は第一種特定工作物に代わるべき建築物又は第一種

特定工作物の建築又は建設の用に供する目的で行う開発行為 

 

（令第２９条の７） 

法第３４条第８号の２（法第３５条の２第４項において準用する場合を含む。）の政

令で定める開発行為を行うのに適当でない区域は、災害危険区域等（法第３３条第１

項第８号に規定する災害危険区域等をいう。）及び急傾斜地崩壊危険区域とする。 

 

１ 趣旨 

  災害危険区域等からの移転を促進するため認められるものである。 

 

２ 政令で定める区域 

  本号の政令で定める災害危険区域等及び急傾斜地崩壊危険区域とは、次に掲げるもの

をいう。 

（１）建築基準法第３９条第１項の災害危険区域 

  （令和７年４月１日時点：下記（４）の急傾斜地崩壊危険区域） 

（２）地すべり等防止法第３条第１項の地すべり防止区域 

（令和７年４月１日時点：千葉市該当なし） 

（３）土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第９条第１項の

土砂災害特別警戒区域 

（４）急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条第１項の急傾斜地崩壊危険区域  

（５）特定都市河川浸水被害対策法第５６条第１項の浸水被害防止区域 

 

３ 許可の対象 

（１）移転先の敷地が従前の建築物の敷地と同一の都市計画区域に存すること。 

（２）従前と同一の用途の建築物又は第一種特定工作物であること。また、建築物にあっ

ては、次に掲げるすべての要件に該当するものでなければならない。 

ア 予定建築物の床面積の合計は、従前の建築物の床面積の合計の１．５倍以下であ

ること。ただし、従前の建築物の規模が、移転先の敷地において、次の①から③ま

でに掲げる要件に該当しないものである場合は、従前の建築物の規模を超えず、か

つ、建蔽率にあっては建築基準法第５３条第１項第６号の規定により市長が定める

数値、容積率にあっては同法第５２条第１項第８号の規定により市長が定める数値、

建築物の各部分の高さにあっては同法第５６条第１項第２号ニ及び別表第３（に）

欄の５の項の規定により市長が定める数値による制限を超えないこと。 
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   ① 建蔽率が、１０分の５以下であること。 

   ② 容積率が、１０分の１０以下であること。 

   ③ 予定建築物等の高さが、１０メートル以下であること。 

イ 予定建築物の敷地面積は、従前の建築物の敷地面積の１．１倍以下であること。 

ただし、予定建築物が自己の居住の用に供する専用住宅については、従前の敷地面

積を１．１倍した面積が５００平方メートルに満たない場合は、予定建築物の敷地

面積は５００平方メートルまでとすることができる。 

ウ 予定建築物の位置については、周辺の用途及び地域の土地利用状況等に照らして

適切なものであること。 

 

〈その他の事項〉 

本号により開発許可を行う際には、法第７９条の規定により、従前の建築物を除却す

ることを条件として附する。 
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第８ 法第３４条第９号の許可基準 

（法第３４条第９号） 

前各号に規定する建築物又は第一種特定工作物のほか、市街化区域内において建築

し、又は建設することが困難又は不適当なものとして政令で定める建築物又は第一種

特定工作物の建築又は建設の用に供する目的で行う開発行為 

 

（令第２９条の８） 

法第３４条第９号（法第３５条の２第４項において準用する場合を含む。）の政令で

定める建築物又は第一種特定工作物は、次に掲げるものとする。 

一 道路の円滑な交通を確保するために適切な位置に設けられる道路管理施設、休憩

所又は給油所等である建築物又は第一種特定工作物 

二 火薬類取締法第２条第１項の火薬類の製造所である建築物 

 

１ 趣旨 

  区域区分を問わず、適切な位置に立地することによりその機能を果たすことから、政

令で定めるもの（令第２９条の８第１号及び第２号）を認めるものである。 

 

２ 許可の対象 

（１）道路管理施設について 

    「道路管理施設」とは、高速自動車国道又は有料県道等においてその道路の維持修

繕その他の管理を行うために道路管理者が設置するものをいう。 

（２）休憩所について 

   「休憩所」とは、自動車運転者及びその同乗者（以下「運転者等」という。）がその

後の乗車に支障のないように短時間の休憩を取るための建築物を有する施設であっ

て、次に掲げるすべての要件を満たすものをいう。 

  ア 予定建築物の用途は、「飲食店」又は次の（ア）～（エ）掲げるすべての要件を満

たす「コンビニエンスストア」（日本標準産業分類に掲げる細分類５６３１のコン

ビニエンスストアで飲食料品を中心とするものに限る。）であること。 

  （ア）延べ面積が２５０平方メートル以下であること。 

（イ）店内に運転者等が飲食に利用でき、テーブル及び椅子が設置されているスペー

ス（以下「飲食スペース」という。）を設けること。 

（ウ）運転者等が利用できる男女別のトイレ及び車いす用のトイレが設置されていること。  

（エ）飲食スペース及びトイレの床面積の合計が２５平方メートル以上であること。 

  イ 主要な「車の出入口」が国道、県道又は幅員１２メートル以上の市道に接してい 

ること。 

  ウ 敷地面積が１，０００平方メートル以上（コンビニエンスストアについては、 

５００平方メートル以上）であること。 

  エ 敷地面積の３０パーセント以上が駐車場であること。 

  オ 車両の出入りが容易であり、かつ、通過車両に支障を与えない形状であること。 

  カ 建築物は平家建であること。 
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   （３）給油所について 

「給油所」とは、ガソリンスタンド、自動車用液化石油ガススタンドその他自動車

の燃料を補給するための施設をいい、その敷地は、次に掲げるすべての要件に該当す

るものでなければならない。 

  ア 主要な「車の出入口」が国道、県道又は幅員１２メートル以上の市道に接してい 

ること。 

  イ 敷地面積が５００平方メートル以上であること。 

ウ 車両の出入りが容易であり、かつ、通過車両に支障を与えない形状であること。 

（４）火薬類の製造所について 

   令第２９条の８第２号に規定する火薬類の製造所は、前記「第６ 法第３４条第８

号の許可基準」中の「２ 政令で定める危険物」に規定する火薬類を製造する業を営

むものでなければならない。 

   なお、火薬類の製造（変形及び修理を含む。）の業を営もうとする者は、別途、製造

所ごとに経済産業省令で定めるところにより経済産業大臣の許可を受けることを要

する（火薬類取締法第３条本文）。  



18 

 

第９ 法第３４条第１０号の許可基準 

 

（法第３４条第１０号） 

地区計画又は集落地区計画の区域（地区整備計画又は集落地区整備計画が定められ

ている区域に限る。）内において、当該地区計画又は集落地区計画に定められた内容に

適合する建築物又は第一種特定工作物の建築又は建設の用に供する目的で行う開発行

為                                         

 

１ 趣旨 

  地区計画又は集落地区計画に定められた内容に適合した開発行為であれば、無秩序・

無計画な土地利用が進展するおそれがないことから認めるものである。 

 

２ 許可の対象 

  地区計画の区域（地区整備計画が定められている区域に限る。）又は集落地域整備法に

基づく集落地区計画の区域（集落地区整備計画が定められている区域に限る。）内におけ

る当該地区計画又は集落地区計画に定められた内容に適合する開発行為 
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第１０ 法第３４条第１１号の許可基準 

 

（法第３４条第１１号） 

市街化区域に隣接し、又は近接し、かつ、自然的社会的諸条件から市街化区域と一

体的な日常生活圏を構成していると認められる地域であっておおむね５０以上の建築

物（市街化区域内に存するものを含む。）が連たんしている地域のうち、災害の防止そ

の他の事情を考慮して政令で定める基準に従い、都道府県（指定都市等又は事務処理

市町村の区域内にあっては、当該指定都市等又は事務処理市町村。以下この号及び次

号において同じ。）の条例で指定する土地の区域内において行う開発行為で、予定建築

物の用途が、開発区域及びその周辺の地域における環境の保全上支障があると認めら

れる用途として都道府県の条例で定めるものに該当しないもの 

 

（令第２９条の９） 

 法第３４条第１１号（法第３５条の２第４項において準用する場合を含む。）の政令

で定める基準は、同号の条例で指定する土地の区域に、原則として、次に掲げる区域

を含まないこととする。 

一 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第３９条第１項の災害危険区域 

二 地すべり等防止法（昭和３３年法律第３０号）第３条第１項の地すべり防止区  

域 

三 急傾斜地崩壊危険区域 

四 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年

法律第５７号）第７条第１項の土砂災害警戒区域 

五 特定都市河川浸水被害対策法（平成十五年法律第七十七号）第五十六条第一項の

浸水被害防止区域 

六 水防法（昭和２４年法律第１９３号）第１５条第１項第４号の浸水想定区域のう

ち、土地利用の動向、浸水した場合に想定される水深その他の国土交通省令で定め

る事項を勘案して、洪水、雨水出水（同法第２条第１項の雨水出水をいう。）又は高

潮が発生した場合には建築物が損壊し、又は浸水し、住民その他の者の生命又は身

体に著しい危 害が生ずるおそれがあると認められる土地の区域 

七 前各号に掲げる区域のほか、第８条第１項第２号ロからニまでに掲げる土地の区

域 

 

１ 趣旨 

  市街化区域に隣接し、又は近接し、かつ自然的社会的諸条件から市街化区域と一体的

な日常生活圏を構成していると認められる地域であっておおむね５０以上の建築物が連

たんしている地域のうち、政令で定める基準に従い、条例で指定する土地の区域内にお

いて行う開発行為で、予定建築物の用途が、開発区域及びその周辺の地域における環境

の保全上支障があると認められる用途として条例で定めるものに該当しないものを認め

るものである。 
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２ 許可の対象 

  「千葉市都市計画法に基づく開発行為等の許可の基準に関する条例」（平成１８年千葉

市条例第４６号、以下「条例」という。）及び「千葉市都市計画法に基づく開発行為等の

許可の基準に関する条例施行規則」（平成１８年千葉市規則第５６号、以下「規則」とい

う。）の定めるところによる。 

 

（条例第４条） 

 法第３４条第１１号の条例で指定する土地の区域は、次に掲げる要件のいずれにも

該当するものとする。 

（１）駅の中心から１キロメートルの範囲内に存すること。 

（２）次のいずれかに該当する土地の区域であること。 

  ア 半径１５０メートルの範囲内に４０以上の建築物の敷地（市街化区域内に存

するものを含む。イにおいて同じ。）が連たんしている地域に存すること。 

  イ 建築物の敷地間の距離が５５メートル以下で連たんしている４０以上の建築

物のいずれかの敷地からの距離が５５メートル以下である地域に存すること。 

（３）道路（建築基準法第４２条第１項第１号及び第２号に規定する道路をいう。以

下この号において同じ。）が当該土地の区域に接し、又は接するように設計が定め

られ、かつ、当該道路が他の道路に接続し、又は接続するように設計が定められ

ていること。 

（４）排水路その他の排水施設が、区域内の下水（下水道法（昭和３３年法律第７９

号）第２条第１号に規定する下水をいう。）を有効に排出するとともに、その排出

によって当該区域及びその周辺の地域にいっ水等による被害が生じないような構

造及び能力で適当に配置され、又は配置されるように設計が定められていること。 

（５）令第２９条の９第１号から第５号までに掲げる土地の区域を含まないこと。 

（６）令第２９条の９第６号に掲げる土地の区域として規則で定めるものを含まない

こと。 

（７）令第２９条の９第７号に掲げる土地の区域として規則で定めるものを含まない

こと。 

  なお、この条例の適用に当たっては、次の基準に従う。 

（１）条例第４条第１号の駅の中心について 

駅の中心は、千葉市基本図（平成１４年都市計画課作成、縮尺１／２５００、以下

「基本図」という。）における駅のホームの対角線の交点とする（基本図にホームが表

示されていない場合は、駅舎の対角線の交点又は駅舎及び駅のホームの対角線の交点

とする。別図のとおり。）。 

（２）条例第４条第２号の建築物の連たんについて 

ア 建築物が、車庫、物置その他の附属建築物を伴う場合は、これらを含め１戸の建 

築物として数える。 

イ 条例第４条第２号アの運用に当たっては、建築物の敷地が半径１５０メートルの 

円の内外にわたって存するものも含めることができる。 
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（３）条例第４条第３号の道路について 

道路拡幅等の整備を行う必要がある場合、道路の構造に関する技術的な基準は、省

令第２４条の規定を準用する。 

（４）条例第４条第４号の排水路その他の排水施設について 

汚水を適切に排出できるように、公共下水道又は合併浄化槽による処理水の放流先

が確保されていることを要する。雨水については、放流先の排水能力に応じて、周辺

の地域に溢水等による被害が生じないように流出抑制施設を設置しなければならな

い。 

（規則第４条） 

  条例第４条第６号に規定する規則で定めるものは、水防法（昭和２４年法律第１９

３号）第１４条第２項の規定により指定された洪水浸水想定区域又は同法第１４条の

３第１項の規定により指定された高潮浸水想定区域のうち、想定される水深が３メー

トル以上である区域（災害の防止その他の事情を考慮して支障がないと認められる区

域を除く。）とする。 

２ 条例第４条第７号に規定する規則で定めるものは、次に掲げる区域とする。 

（１）農業振興地域の整備に関する法律（昭和４４年法律第５８号）第８条第１項の

規定により定められた農業振興地域整備計画において定められた同条第２項第１

号に規定する農用地区域 

（２）首都圏近郊緑地保全法（昭和４１年法律第１０１号）第３条第１項の規定によ

り指定された近郊緑地保全区域 

（３）都市緑地法（昭和４８年法律第７２号）第１２条第１項の規定により定められ

た特別緑地保全地区及び第５５条第１項の規定により市民緑地契約が締結された

土地の区域 

（４）緑化の推進及び樹木等の保全に関する条例（昭和４６年千葉市条例第２１号）

第４条第１項の規定により指定された保存樹林を保全するため市長が必要と認め

る区域 

（５）文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）第１０９条第１項の規定により指

定された史跡名勝天然記念物を保存するため市長が必要と認める区域 

（６）千葉県文化財保護条例（昭和３０年千葉県条例第８号）第３４条第１項の規定

により指定された指定史跡名勝天然記念物を保存するため市長が必要と認める

区域 

（７）千葉市文化財保護条例（昭和３３年千葉市条例第１８号）第４条第１項の規定

により指定された千葉市指定文化財（同条第２項第４号に規定する千葉市指定記

念物に限る。）を保存するため市長が必要と認める区域 

（８）森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条第１項又は第２５条の２第１項

若しくは第２項の規定により指定された保安林の区域 

（９）その他市長が必要と認める土地の区域 

 

 

 



22 

 

（５）条例第４条第６号の除外する区域について 

   災害の防止その他の事情を考慮して支障がないと認められる区域とは、次に掲げる

区域をいう。 

  ア 敷地の地盤面の嵩上げ等により想定浸水深が３メートル未満となる土地の区域 

  イ アと同等以上の安全性が確保されると認められる土地の区域 

（６）条例第４条第７号の除外する区域について 

規則第４条第２項第９号の市長が必要と認める土地の区域とは、次に掲げる区域を

いう。 

ア 千葉市市民の森設置事業実施要綱（昭和５１年１１月１日施行）に基づく市民の 

森を保全するため市長が必要と認める区域 

イ 千葉市谷津田の自然の保全に関する要綱（平成１６年１月１５日施行）に基づく 

谷津田等の保全区域 

ウ 坂月川における身近な水辺環境事業推進要綱（平成１６年３月２９日施行）に基 

づく水辺環境事業区域 

 

（条例第５条） 

法第３４条第１１号の開発区域及びその周辺の地域における環境の保全上支障があ

ると認められる用途として条例で定める予定建築物等の用途は、建築基準法別表第２

（い）項第１号から第３号までに掲げる建築物（寄宿舎及び下宿を除く。）の用途以

外の用途とする。 

（７）予定建築物の用途について 

開発区域及びその周辺の地域における環境保全上支障がないと認められる予定建築物

等の用途は、住宅、長屋、兼用住宅（建築基準法別表第２（い）項第２号に規定するも

の※）、共同住宅（寄宿舎及び下宿は除く。）とする。 

 ※住宅部分１／２以上、兼用部分５０㎡以下、住宅部分と兼用部分とが内部で往来でき

ること。 

（条例第３条） 

法第３３条第４項の規定により定める開発区域内において予定される建築物（以下

「予定建築物」という。）の敷地面積の最低限度は、法第３４条第１１号に該当する

開発行為を行う場合において、１６５平方メートルとする。 

 

＜その他の事項＞ 

本号により開発許可を行う際には、別途法第４１条第１項の規定により、開発区域内

の土地について、建築物の建蔽率を１０分の５以下、容積率を１０分の１０以下、高さ

を１０メートル以下、敷地面積を１６５平方メートル以上とする制限を行う。 
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【別図】 

■駅のホームの対角線の交点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■駅舎の対角線の交点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■駅舎及び駅のホームの対角線の交点 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ホームが１本の場合） （ホームが複数の場合） 

線路 

ホーム 

駅舎 

駅舎 

ホーム 

該当駅 

＜東日本旅客鉄道株式会社＞ 

幕張本郷、都賀、浜野、鎌取、土気 

＜京成電鉄株式会社＞ 

京成幕張本郷、京成幕張 

該当駅 

＜東日本旅客鉄道株式会社＞ 

幕張、誉田、 

＜京成電鉄株式会社＞ 

実籾、八千代台、京成大和田、勝田台 

該当駅 

＜千葉都市モノレール株式会社＞ 

スポーツセンター、動物公園、みつ

わ台、都賀、桜木、小倉台、千城台

北、千城台 

該当駅 

＜京成電鉄株式会社＞ 

学園前、おゆみ野 

該当駅 

＜京成電鉄株式

会社＞ 

大森台 

該当駅 

＜京成電鉄株式

会社＞ 

ちはら台 

線路 

線路 
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第１１ 法第３４条第１２号の許可基準  

（法第３４条第１２号） 

開発区域の周辺における市街化を促進するおそれがないと認められ、かつ、市街化

区域内において行うことが困難又は著しく不適当と認められる開発行為として、災害

の防止その他の事情を考慮して政令で定める基準に従い、都道府県の条例で区域、目

的又は予定建築物等の用途を限り定められたもの 

 

（令第２９条の１０） 

 法第３４条第１２号（法第３５条の２第４項において準用する場合を含む。）の政令

で定める基準は、同号の条例で定める区域に、原則として、前条各号に掲げる区域を

含まないこととする。 

１ 趣旨 

  開発区域の周辺における市街化を促進するおそれがないと認められ、かつ、市街化区

域内において行うことが困難又は著しく不適当と認められる開発行為として、政令で定

める基準に従い、条例で区域、目的又は予定建築物等の用途を限り定められたものを認

めるものである。 

 

２ 許可の対象 

  「千葉市都市計画法に基づく開発行為等の許可の基準に関する条例」（平成１８年千葉

市条例第４６号、以下「条例」という。）及び「千葉市都市計画法に基づく開発行為等の

許可の基準に関する条例施行規則」（平成１８年千葉市規則第５６号）の定めるところに

よる。 

 

【分家住宅】 

（条例第６条第１号） 

市街化調整区域内において、当該市街化調整区域に係る線引きの日前から引き続き

土地を所有する者（規則で定める者を含み、農家（経営耕地面積が１０アール以上の

規模の農業を行い、かつ、農業に年間６０日以上従事する世帯をいう。）に属しない

者にあっては、市街化調整区域内の土地に当該市街化調整区域に係る線引きの日前か

ら引き続き生活の本拠を有する者に限る。以下この号において「土地所有者」とい

う。）の親族（民法（明治２９年法律第８９号）第７２５条に規定する親族をいう。

以下この号において同じ。）であって、当該土地所有者と２年以上同居の事実がある

者が当該土地（当該土地と道路を接続するための通路（幅員が４メートル以下で、か

つ、延長が３５メートル以下のものに限る。）の用に供するために当該線引きの日以

後に取得した土地を含む。）において婚姻その他合理的な理由により自己の居住の用

に供するため新たに必要とする専用住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為で、

次に掲げる要件のいずれにも該当するもの 

ア 市街化区域内における建築が困難であると認められる場合におけるものである

こと。 
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イ 当該土地所有者が居住している住宅にその者の親族で当該開発行為を行う者以 

外の者が定住の意思を有して居住している、又は居住することが確実である場合

におけるものであること。 

ウ 当該専用住宅の敷地及び規模が規則で定める要件に該当するものであること。 

 （規則第５条） 

条例第６条第１号の規則で定める者は、次に掲げる者とする。 

（１）線引きの日前から引き続き土地を所有する者（次号から第５号までに掲げる者を

含む。）から同日以後に当該土地を相続した者 

（２）前号に掲げる者から当該土地を相続した者 

（３）線引きの日前から引き続き土地を所有する者の配偶者、直系血族又は兄弟姉妹

で、同日以後に当該土地を贈与又は遺贈により取得した者 

（４）線引きの日以後に農業振興地域の整備に関する法律第１３条の２第１項又は第２

項の規定による交換分合により土地を取得した者 

（５）線引きの日以後に土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第３条各号に掲げる

ものに関する事業（都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第４条第１５号に規

定する都市計画事業を含む。）の施行により収用された土地（その者が市街化調整

区域内の土地で当該土地に係る線引きの日前から引き続き所有していたもの又は同

日以後に前２号に掲げる事由により取得したものに限る。）の損失の補償として替

地を取得した者 

（規則第６条） 

条例第６条第１号ウの規則で定める要件は、次の各号のいずれにも該当することと

する。 

（１）敷地面積が５００平方メートル以下であること。 

（２）建蔽率（建築物の建築面積の敷地面積に対する割合をいう。次条において同

じ。）が１０分の５以下であること。 

（３）容積率（建築物の延べ面積の敷地面積に対する割合をいう。次条において同

じ。）が１０分の１０以下であること。 

（４）建築物の高さが１０メートル以下であること。 

（１）条例第６条第１号「分家住宅」について 

  ア 「婚姻その他合理的な理由」には、婚姻する際に申請する場合の他、婚姻した者（離

婚した者及び配偶者が死亡した者を含む）が申請する場合も含まれる。 

イ「市街化調整区域に係る線引きの日前から借地権を有し、借地権の存続中に当該 

地の所有権を取得して引き続き所有する者」は「当該市街化調整区域に係る線引き

の日前から引き続き土地を所有する者」に含み、当該土地については線引き前から

所有していた土地とみなす。 

ウ 同号アの「市街化区域内における建築が困難であると認められる場合」とは、開

発許可を受けようとする者、土地所有者及びその世帯に属する親族が市街化区域内

に建築物の建築が可能な土地を所有していない場合をいう。 

※ 線引きの日 … 昭和４５年７月３１日（旧土気地区を除く） 

昭和４８年５月２５日（旧土気地区） 
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【既存建築物の増築又は改築】 

（条例第６条第２号） 

既存建築物の増築又は改築（以下この号において「増改築」という。）を目的として

行う開発行為で、次に掲げる要件のいずれにも該当するもの 

ア 増改築に係る予定建築物の用途が既存建築物の用途と同一のものであること。 

イ 増改築に係る予定建築物の敷地が既存建築物の敷地と同一のものであること。た

だし、既存建築物が自己の居住の用に供する専用住宅である場合で、増改築に係る

予定建築物の敷地面積が１６５平方メートル以下であるときは、この限りでない。 

ウ 増改築に係る予定建築物の規模が規則で定める要件に該当するものであること。  

 

（規則第７条） 

条例第６条第２号ウの規則で定める要件は、次の各号のいずれにも該当することとす

る。 

（１）延べ面積が既存建築物の延べ面積の２倍以下であること。ただし、既存建築物の

用途が専用住宅である場合は、この限りでない。 

（２）前条第２号から第４号までに掲げる要件のいずれにも該当すること。ただし、既

存建築物の規模が当該要件に該当しないものであるときは、既存建築物の規模を超

えず、かつ、建蔽率にあっては建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第５３条

第１項第６号の規定により市長が定める数値、容積率にあっては同法第５２条第１

項第８号の規定により市長が定める数値、建築物の各部分の高さにあっては第５６

条第１項第２号ニ及び別表第３（に）欄の５の項の規定により市長が定める数値に

よる制限を超えないものとする。 

 

（条例第２条第４号） 

既存建築物 市街化調整区域内における建築物で次に掲げるものをいう。 

ア 当該建築物の敷地の存する市街化調整区域に係る線引きの日（以下この号におい

て「線引きの日」という。）前から存する建築物 

イ 線引きの日以後に法第２９条第１項又は第４３条第１項の規定による許可を受け

て建築された建築物 

ウ 線引きの日以後に都市計画法及び建築基準法の一部を改正する法律（平成１２年

法律第７３号）第１条の規定による改正前の法第４３条第１項第６号ロの規定によ

る確認を受けて建築された建築物 

エ 線引きの日以後に都市の秩序ある整備を図るための都市計画法等の一部を改正す

る法律（平成１８年法律第４６号）第１条の規定による改正前の法第２９条第１項

又は第４３条第１項の規定に該当するものとして建築された建築物のうち、次のい

ずれかに該当するもの 

（ア）令第２１条第２６号イからホまでに掲げる建築物 

（イ）国又は都道府県等（法第３４条の２第１項に規定する都道府県等をいう。）が設

置する建築物（令第２１条第２６号に規定する建築物を除く。） 
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（２）条例第６条第２号「既存建築物の増改築」について 

ア  「既存宅地確認の取得が可能であった土地」（※）で、既存宅地確認制度

及びその経過措置の期間内に、許可等（既得権等）を受けて建築された建築物の取扱い  

次のいずれかに該当する適法に建築された建築物は、条例第２条第４号ウに定め

る既存建築物（既存宅地確認を受けて建築された建築物）とする。 

（ア）既存宅地確認制度が廃止された日（平成１３年５月１７日）までに建築された

非自己用建築物 

（イ）既存宅地制度廃止に係る法附則による経過措置の最終日（平成１８年５月１７

日）までに建築された自己用建築物 

 

  ※「既存宅地確認の取得が可能であった土地」とは、次のすべての要件を満たす土地

をいう。 

ａ 線引きの日前からすでに宅地であった土地（千葉市開発審査会付議基準第１５ 

  の１（１）ア及びウからカまでに該当する土地。） 

ｂ 市街化区域（平成１３年５月１７日時点）から１.１km 以内である土地 

ｃ 次のいずれかに該当する土地であること。（本来は平成１３年５月１７日まで 

  にだが、不明の場合は現状から推定）   

（ａ）半径１５０メートルの範囲内に４０以上の建築物の敷地が連たんしている土地 

（ｂ）建築物の敷地間の距離が５５メートル以下で連たんしている４０以上の建築

物のいずれかの敷地からの距離が５５メートル以下である土地 

 

イ 「既存建築物」が条例施行日前までに分離された場合の取扱い 

    線引前から宅地性がある土地に存する「既存建築物」（条例第２条第４号）が、

条例の施行日前（平成１８年９月３０日）までに分離され、それぞれが適法な建築

物として存した場合は各建築物を「既存建築物」とする。 

 

  ウ 既存建築物が線引きの日前から存する建築物を線引きの日以後に法第２９条第１

項又は法第４３条第１項の規定による許可を受け増改築した建築物である場合の取

扱い 

    条例第２条第４号アに規定する線引きの日前から存する建築物を「既存建築物」

とする。 

 

〈その他の事項〉 

増改築に係る予定建築物が次のすべての要件をみたす建築物である場合、法第４３

条第１項の許可を要する建築物の新築又は改築に該当せず、省令第６０条に基づく証

明書の交付により処理するものとする。 

ア 予定建築物の用途は、既存建築物の用途と同一であること。 

イ 予定建築物の敷地は、既存建築物の敷地と同一であること。 

ウ 予定建築物の延べ面積は、既存建築物の延べ面積の１．５倍以下又は１３５平方

メートル以下であること。 
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  ※「用途」とは既存建築物が存する立地基準をいうことから、当該許可の基準により 

定められた用途、床面積、容積率等の限度を超える場合は、用途の変更に当たる。 

  ※既存建築物とは、適法に建築された当初の建築物（当該建物用途（立地基準）とし 

て最初に建築された建築物）をいうため、増改築ごとに１．５倍の延べ面積の増加

を繰り返すことはできないものとする。 

  ※既存建築物の増改築であっても、市街化調整区域内で屋外施設又はコンクリート廃

材リサイクルプラントの付帯施設（管理棟・休憩所等）を建築する場合は、千葉市

開発審査会付議基準「第６ 屋外施設等の付帯施設の建築」「第１２ コンクリート

廃材リサイクルプラントの建設」に該当するものとして、許可を要するものとする。

（省令第６０条に基づく証明書の交付により処理することはできない。） 

 

【宅地開発完了区域における住宅】 

（条例第６条第３号） 

線引きの日前に建築物の建築を目的とした造成により区画され、かつ、現に給水施 

設及び排水施設が整備されていると認められる土地における専用住宅の建築の用に供

する目的で行う開発行為（１の区画の土地の全部を１の建築物の敷地として行うもの

に限る。）で、当該専用住宅の規模が規則で定める要件に該当するもの 

（規則第８条） 

条例第６条第３号の規則で定める要件は、第６条第２号から第４号までに掲げる要

件のいずれにも該当することとする。 

（３）条例第６条第３号「宅地開発完了区域における住宅」について 

ア 「線引きの日前に建築物の建築を目的とした造成により区画された土地」とは、

次のいずれかに該当する一団の土地の区域内の区画割りされたそれぞれの土地

をいう。 

（ア）線引きの日前に道路位置指定を受けて造成が行われたことにより区画割り

されている一団の土地の区域であること。 

（イ）線引きの日前に造成により区画割りされており、かつ、線引きの日前に１戸

以上の建築物が存していたことが確認できる一団の土地の区域であること。 

イ ２以上の区画の土地の全部を合併して１の建築物の敷地とする場合、本号に該当

するものとする。（開発審査会付議基準第１５による付議を要しない。） 

 

※「１の区画の土地の全部を１の建築物の敷地として行うものに限る。」とは、線引き

前の１の区画の土地の全部が、１の建築物の敷地に包含されている必要があること

を意味しており、線引き前の１の区画の土地を２以上の建築物の敷地に分割するこ

とは認められない趣旨である。 
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第１２ 法第３４条第１４号の許可基準 

（法第３４条第１４号） 

前各号に掲げるもののほか、都道府県知事があらかじめ開発審査会の議を経て、開

発区域の周辺における市街化を促進するおそれがなく、かつ、市街化区域内において

行うことが困難又は著しく不適当と認める開発行為 

 

１ 趣旨 

  法第３４条第１号から第１３号までの規定に該当しないものであっても、一定の要件

に該当するものにあっては、開発審査会（法第７８条）の議を経て許可しうることを定

めたものである。 

 

２ 許可の対象 

  「千葉市開発審査会付議基準」による。 

 

３ 他の法律により法第３４条１４号に掲げる行為にみなされる行為 

  次に掲げる開発行為については、それぞれの法律により法第３４条第１４号に掲げる

開発行為（開発審査会の議を経た開発行為）とみなされ、市街化調整区域に係るもので

あっても、法第３３条に定められた基準のみについて審査が行われることとなる。 

 （１）市民農園整備促進法第１２条第１項の認定市民農園建築物の建築の用に供する目

的で行う開発行為 

（２）地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の再配置の促進に関する法律第８条第

１項の同意基本計画の内容に関して行われる開発行為 

（３）幹線道路の沿道の整備に関する法第１０条の２第１項の沿道整備権利移転等促進 

計画に定められた事項に従って行われる開発行為 

（４）地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律第５条第１項の歴史的風致

維持向上計画に定められた事項に従って行われる開発行為 

（５）地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産物の

利用促進に関する法律第５条第１項の総合化事業計画に定められた事項に従って行

われる開発行為 

（６）地域再生法第１７条の７第１項の地域再生土地利用計画に定められた事項に従っ

て行われる開発行為 

（７）農山漁村の活性化のための定住等及び地域間交流の促進に関する法律第５条の活

性化計画に定められた事項に従って行われる開発行為 

 

  上記の開発行為は、周辺の土地利用に支障を生じさせないと認められることから開発

審査会の議が不要となる特例とされるものや、行われる開発行為がそれぞれの法律に定

められている計画に適しているかどうかを、国、都道府県、市町村が承認、認定等をす

ることになっており、それをもって立地基準に係る審査は了したものとみなされること

から、技術基準の審査のみによって許可することができるとされている。 


